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平成18年３月期 決 算 短 信（連結） 
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会 社 名 株式会社クロップス 上場取引所 名証セントレックス 
コ ー ド 番 号 9428  本社所在都道府県 愛知県 
(URL http://www.crops.ne.jp)    
代 表 者 役職名：代表取締役社長  氏 名 前田 博史 
問合わせ先責任者 役職名：取締役管理部門担当 氏 名 小林 正明 

   ＴＥＬ (052)588－5640     
決算取締役会開催日 平成18年５月19日  
米国会計基準採用の有無 無  
 
1. 平成18年３月期の連結業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 
 (1) 連 結 経 営 成 績                (注)記載金額は百万円未満を切捨てしております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

平成18年３月期 17,427 (  4.9) 771 (  25.8) 762 (  23.1) 

平成17年３月期 16,616 ( 28.5) 613 ( 878.1) 619 ( 833.1) 

 

 当 期 純 利 益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
平成18年３月期 360 (  8.6) 36 44 34 37 29.6 16.3 4.4

平成17年３月期 331 (  ―) 75 29 ― ― 51.8 15.4 3.7
 
 (注)① 持分法投資損益 平成18年３月期 －百万円   平成17年３月期 －百万円   

   ② 期中平均株式数（連結） 平成18年３月期 9,887,233株 平成17年３月期 4,368,160株 

平成17年11月21日をもって平成17年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録されて

いる株主の所有株式を１株につき２株の割合をもって分割しております。このため、平成18年３月期に

おける１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当該株式分割が期首に行

われたものとして計算しております。 

   ③ 会計処理の方法の変更  無 

   ④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率です。 

 
 (2) 連 結 財 政 状 態               (注)記載金額は百万円未満を切捨てしております。 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 
１ 株 当 た り 
株 主 資 本 

百万円  百万円 ％ 円 銭 
平成18年３月期 5,243 1,600 30.5 157 48

平成17年３月期 4,135 834 20.2 176 97

 
 (注) 期末発行済株式数（連結） 平成18年３月期 10,160,000株 平成17年３月期 4,700,000株 
 
 (3) 連結キャッシュ・フローの状況         (注)記載金額は百万円未満を切捨てしております。 

 
営 業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

百万円 百万円 百万円  百万円 
平成18年３月期 284 △393 421 1,215 

平成17年３月期 315 △235 △99 903 

 (4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  ３社  持分法適用非連結子会社数 －社  持分法適用関連会社数 －社 
 (5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結（新規）  －社   （除外）  １社  持分法（新規） －社  （除外） －社 
 
2. 平成19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 
中 間 期 8,815 362 168 

通  期 19,000 780 386 
 
 (参考) １株当たり予想当期純利益（通期）   37円99銭 
※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後
さまざまな要因によって、予想数値と異なる場合があります。 
 なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料７ページをご参照下さい。 
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１ 企業集団の状況 

当社グループは、当社および子会社３社（株式会社クロップス・クルー、株式会社クロップス・クリエイト、

いすゞビルメンテナンス株式会社）により構成されております。当社では直営店による携帯電話の販売および

附帯サービス全般等を行う移動体通信事業を営んでおります。また、人材活用事業として株式会社クロップ

ス・クルーおよび株式会社クロップス・クリエイトでは一般労働者派遣、業務請負等を、いすゞビルメンテナ

ンス株式会社では、清掃、設備管理、施設警備等を営んでおります。 

企業集団についての事業の系統図は、次のとおりであります。 
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２ 経営方針 

 

（１） 会社の経営の基本方針 

当社グループは、テクノロジーの活用により知恵と知識を共有し、顧客・株主・取引先・地域社会、そし

て従業員に企業活動を通じて貢献することを経営の基本方針としており、「人こそ最大の資源である」とい

うコンセプトに基づき刻々と変化する環境に適応できる柔軟性を持った人材を育成し、お客様や株主を始め

とするステークホルダーの皆様と共生していくことを目指しております。 

（２） 会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主に対する利益還元と企業体質の強化を重要な経営政策の一つとして認識しており、財務体質

の強化と今後の事業展開に備えるために内部留保を充実させるとともに、業績に応じた利益配当を行うこと

を基本方針としております。なお、内部留保は、財務体質の一層の強化および今後の成長に資するための新

規事業投資や設備投資に活用していく方針であります。 

（３） 投資単位の引き下げに関する考え方および方針等 

当社は、株式流通性の向上および投資家層の拡大を目的として、平成17年11月21日付で１：２の株式分割

を行いました。適切な投資単位につきましても重要な資本政策上の課題と認識しており、株価や株式の流通

状況を総合的に勘案して継続的に検討してまいります。 

（４） 目標とする経営指標 

当社グループは、継続的な成長により規模の拡大を図るとともに一層のコスト削減を進め収益力の向上を

図ってまいります。目標とする指標に関しては、連結ベースでの売上高経常利益率とし、当面の数値目標は

5.5％といたします。 

（５） 中長期的な会社の経営戦略 

①移動体通信事業について 

当社が営む移動体通信事業におきましては、すでに携帯電話の総契約数が平成18年３月末現在9,179万

台に達し市場は成熟しており、さらに平成18年度には、ナンバーポータビリティ制度（携帯電話の電話番

号を変えずに他の移動体通信事業者への変更が可能となる制度）の導入や新規事業者の参入が控えており

各移動体通信事業者間の契約者獲得に向けた競争の激化が予想されます。こうした経営環境の中、店舗の

計画的なリニューアルやリプレイスの実施により集客力の増加を図り、またお客様アンケートによる回答

を販売促進活動等の施策として反映させることにより、安定した販売台数の確保に結び付け、店舗運営に

おきましてもさらなる効率性を追求し安定した利益の確保を目指します。 

②人材活用事業について 

子会社で営む人材派遣におきましては、東海地区では、中部国際空港の開港を始めとするインフラの整

備や名古屋駅周辺の高層ビル建設を始めとする再開発により多くの企業のオフィスが移転し、特に事務系

を中心とした一般職派遣に対する需要の拡大がしばらく続くものと予想されます。こうした環境は、東海

地域を営業基盤とする株式会社クロップス・クルーにとってはビジネスチャンスであり、このような新規

の派遣先企業に向けた営業活動と既存の顧客の維持拡大に努めてまいります。また、平成18年３月に特定

労働者派遣に強みを持つ、エヌヴイ・コミュニケーションズ株式会社より名古屋支店の営業を譲受ており、

今後の新たな収益の柱とすべく特定労働者派遣事業を拡大してまいります。 

また、関東地区におきましても株式会社クロップス・クリエイトはいすゞ自動車株式会社とその関連企
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業向けの受注の増加と新規顧客の開拓に努めてまいります。 

また、ビルメンテナンスにおきましては、業界全体として顧客からの価格の引き下げ要請が強く、継続

的なコスト削減による価格競争力の強化が必要となります。今後も不採算物件の見直しによる収益の改善、

案件毎の作業工程の見直しによるコストの削減を行うと共に営業力の強化による新規物件の獲得に努めて

まいります。 

 

（６） 会社の対処すべき課題 

当社グループは、移動体通信事業および人材活用事業を営んでおり、各事業とも経営環境は競争の激化に

より厳しい状況となっております。 

各事業における課題は次のとおりであります。 

１.移動体通信事業 

携帯電話の加入台数は平成18年３月末現在で9,179万台に達し、その普及率が高まりを見せるとと

もに新規加入の純増数は鈍化傾向にあります。さらに平成18年度にはナンバーポータビリティ制度

の導入と新規事業者の参入による市場環境の変化が予想され、その変化に即した対応が課題となり

ます。 

当社では、このような状況に対応すべく 

・好立地への新規店舗の出店および計画的な既存店舗のリニューアル、リプレイス 

・効果的な販売促進 

・人材の育成 

を中心に展開し、販売の拡大および需要の喚起を図ってまいります。 

 

２.人材活用事業 

①人材派遣 

人材派遣につきましては、平成16年３月施行の改正労働者派遣法により、適用対象26業務の派遣

期間の制限撤廃および26業務以外の派遣期間の最長１年から３年への延長等大幅な規制緩和が実施

されました。この規制緩和により、ビジネスチャンスは拡大されたものの事業への参入が容易なこ

とから新規参入の増加、また各事業者の営業規模拡大により競争環境はより一層厳しくなるものと

予測されます。 

株式会社クロップス・クルーおよび株式会社クロップス・クリエイトでは、このような環境に対

応するために 

・既存取引先との更なる関係の深耕 

・Ｍ＆Ａを中心とした事業の拡大 

を柱に安定収益の確保により事業基盤の強化および事業収益性の向上を図ってまいります。 

②ビルメンテナンス 

ビルメンテナンス業界は、長引くデフレの影響で顧客企業からのビル管理コストの削減のための

仕様変更、また減額要請が増加し各事業者とも非常に厳しい経営を強いられております。また、こ

れらの要因で顧客企業が新たに業者を選定する動きが活発化し業界全体を通して収益性が悪化して

おります。 

いすゞビルメンテナンス株式会社では、このような経営環境に対応するために、採算性の向上を

図るべくコスト削減への取り組みが経営課題となっております。 
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この経営課題に対応するために不採算物件の見直しを始めとする全社的なコスト削減に取り組み

価格競争力の向上を図ってまいります。 

３ 経営成績及び財政状態 

（１）経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善による設備投資の増加や個人消費にも改善傾向が見

られ、また雇用情勢につきましても好調な企業業績を背景に、失業率や有効求人倍率といった指標が改善傾向

にあることから、景気は確実な回復基調にあるものと思われます。しかしながら、原油価格の高止まりによる

素材価格への影響等の不安定要因も依然として存在しております。 

こうした経済環境の中、当社が営む移動体通信事業におきましては、平成18年３月末時点での携帯電話の累

計加入台数が9,179万台に達し市場が成熟状態にある中、2006年度にはナンバーポータビリティ制の開始や新

規事業者の参入が控えており、各移動体通信事業者間や各販売店間の競争がますます激化していくものと思わ

れます。 

子会社が営む人材活用事業のうち人材派遣に関しては、その需要は旺盛であるものの、顧客企業が求める質

の高い派遣登録者の確保に向けた各人材派遣事業者間の競争は激しい状況にあります。またビルメンテナンス

に関しても、価格競争は熾烈であり、新規契約の受注も厳しい状況にあります。 

このような市場環境の中、当社グループは、それぞれの事業におけるお客様のニーズに応えるべく営業活動

を行ってまいりました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高17,427,831千円（前年同期比4.9％増）、経常利益は762,457千

円（前年同期比23.1％増）、当期純利益は360,358千円（前年同期比8.6％増）となりました。 

事業区分別の概況は、次の通りとなります。 

①移動体通信事業 

移動体通信事業におきましては、ａｕショップ四日市笹川店の新規出店や既存店舗８店舗（ａｕショップ

岡崎南店、ａｕショップ豊明店、ａｕショップ新安城店、ａｕショップ多治見インター店、ａｕショップ中

村公園店、ａｕショップ四軒家店、ａｕショップ四日市駅前店、ａｕショップ桜山店）のリニューアルおよ

びＤＭやチラシ等各種販売促進策を中心に新規顧客の獲得と既存顧客の囲い込みに注力いたしました。当期

におきましては、特に機種変更の販売台数が堅調に推移したことやＫＤＤＩ株式会社の事業再編に伴うツー

カーからのａｕへの移行促進策もａｕ専売店である当社にとって追い風となりました。その結果、特に機種

変更の販売台数が堅調に推移し、当連結会計年度の売上高は9,648,898千円（前年同期比7.0％増）、営業利

益は498,931千円（前年同期比26.6％増）となりました。 

②人材活用事業 

人材活用事業におきましては、人材派遣では派遣需要の拡大に対応すべく、既存取引先への受注の拡大や

新規取引先の開拓に努めました。派遣登録者の募集および登録活動にも積極的に取組むとともに、継続的に

テレビＣＭを放映する等知名度の向上にも努めました。この結果として特に東海地区の地域経済の活況に加

え、愛知万博による派遣需要の恩恵を受けたことから、業績は堅調に推移いたしました。 

また今後の事業拡大に向けた投資として平成18年３月に株式会社クロップス・クルーでは、特定労働者派

遣事業を強みとするエヌヴイ・コミュニケーションズ株式会社から名古屋支店の営業を譲受し、株式会社ク

ロップス・クリエイトでは、湘南台に事業所を開設いたしました。 

ビルメンテナンスでは契約額の引き下げはあったものの、不採算物件の契約解除や価格競争力の強化に向
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けた全社的なコスト削減に取り組んだ結果、収益は安定して推移いたしました。この結果、当連結会計年度

の売上高7,915,324千円（前年同期比2.7％増）、営業利益は266,840千円（前年同期比25.4％増）となりま

した。 

（２）財政状態 

当連結会計年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度に比べ

311,919千円増加し、1,215,663千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は284,792千円（前年同期は315,332千円）となりました。これは主に法人税

等の支払額が244,945千円あったものの税金等調整前当期純利益が636,281千円あったことによるものであり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、393,007千円（前年同期は235,454千円）となりました。これは主に有形

固定資産の取得による支出154,250千円、貸付による支出127,500千円等があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は、421,134千円（前年同期は99,233千円の支出）となりました。これは主

に長期借入金の返済による支出462,498千円があったものの株式の発行による収入371,070千円、短期借入金

の純増減額250,000千円および長期借入による収入270,000千円があったことによるものであります。 

 

当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成18年３月期 

自己資本比率（％） 30.5 

時価ベースの自己資本比率（％）   122.1 

債務償還年数（年）  3.3 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 33.7 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての

負債を対象としております。また利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額

を使用しております。 
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（３）次期の見通し 

わが国経済は、今後も企業収益の改善や設備投資の増加等による緩やかな景気回復基調が続くものと思わ

れます。このような経済環境の中、当社が営む移動体通信事業では、下半期においてナンバーポータビリテ

ィ制の導入や新規事業者の参入を迎えることから、予想される競争の激化に備え、上半期において新店舗の

出店や既存店舗の好立地への移転、さらに各店舗にカウンターを増設する等の設備投資を予定しております。

このため上半期におきましては、ツーカーからの同番変更による販売の好調等の要因があるものの増収減益

を見込んでおりますが、通期では、新規出店等の効果が見込まれることから増収増益を見込んでおります。

子会社で営む人材活用事業のうち人材派遣では、景気の好調さを背景に人材派遣に対する需要は旺盛であり

この傾向は続いていくものと思われます。中でも特定労働者派遣を新しい柱とすべく注力してまいります。

ビルメンテナンスでは、契約単価の引き下げ要請は強く、大幅な売上の増加は見込めないものの、物件毎の

採算性の見直しやさらなるコストの削減に努めることにより、収益性を高めてまいります。 

次期の業績見通しといたしましては、連結売上高19,000百万円（前期比9.0％増）、連結経常利益780百万

円（前期比2.3％増）、連結当期純利益386百万円（前期比7.1％増）を見込んでおります。 

（４）事業等のリスク 

以下には、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載して

おります。当社グループとして必ずしも重要なリスクとは考えていない事項についても、投資判断上で、あ

るいは当社グループの事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資家および株主に対す

る積極的な情報開示の観点から記載しております。 

当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、その発生の予防および発生時の対応に努力する方針

ですが、当社グループの経営状況および将来の事業についての判断は、以下の記載事項および本書中の本項

以外の記載を慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。また、以下の記載は当社株式への

投資に関連するリスクの全てを網羅するものではありません。 

１．移動体通信事業について 

①店舗展開について 

当社グループは、愛知県、三重県、岐阜県、静岡県の４県下でＫＤＤＩ株式会社との代理店契約に基

づく「ａｕショップ」を展開する移動体通信事業を行っております。「ａｕショップ」は移動体通信事

業者のブランドを冠した販売およびサービスステーションであり、新規出店は原則的にＫＤＤＩ株式会

社の戦略に基づいて決定しております。そのため、新規出店の開設場所、規模、運営形態については、

ＫＤＤＩ株式会社との協議の上決定されることとなり、ＫＤＤＩ株式会社の戦略および方針によっては

重要な影響を受ける可能性があります。 

②特定取引先への依存について 

当社が行う移動体通信事業は、移動体通信事業者をＫＤＤＩ株式会社１社に限定しており、当社とＫ

ＤＤＩ株式会社との間で代理店契約を締結しております。代理店契約は１年毎の自動更新となっており

ます。万が一当社が当該契約の各条項に著しく違背した場合や、当該契約の円滑な履行が困難となった

場合などには、ＫＤＤＩ株式会社は催告を要さずに当社への通知のみをもって、本契約を解除すること

ができます。また、有効期間内であっても３ヶ月前に通知することにより契約を解約できることとなっ

ております。そのため、今後ＫＤＤＩ株式会社の代理店政策が変更された場合には、契約期間内であっ

ても契約を解約されるリスクがあります。 

以上のような事態となった場合には経営成績に重大な影響を及ぼすこととなります。 

― 7 ― 



ファイル名：010_企業集団の状況.doc  最終印刷日時：2006/05/18 14:19 
 

また、当社グループの移動体通信事業における店舗は平成18年３月末現在で38店舗でありますが、店

舗のすべてはＫＤＤＩ株式会社の「ａｕショップ」であります。「ａｕショップ」で取扱う携帯電話は、

ＫＤＤＩ株式会社から仕入れていることや、当社の売上高の主要なものは携帯電話およびＫＤＤＩ株式

会社から支払われる手数料（いわゆる販売コミッション）であることから、当社グループのＫＤＤＩ株

式会社への仕入依存度および販売依存度はいずれも高くなっております。 

したがいまして、仕入および販売につきましては、ＫＤＤＩ株式会社の事業戦略や他の移動体通信事

業者との競争力の低下等によって、当社の経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

③移動体通信事業者間の競争激化について 

移動体通信事業において販売する携帯電話は、移動体通信事業者のシェア競争や価格競争が激しくな

ってきております。最近では写真や動画が送信できる機種や、位置情報による地図の表示、ゲーム機能

等、搭載機能による人気や、無料通話、割引サービス等の移動体通信事業者サービスによる人気等、嗜

好性により人気機種やサービスが発生することがあり、仮に当社が取り扱わない移動体通信事業者や機

種等に人気が集中するような事態となった場合には当社の経営成績に重大な影響を及ぼすこととなりま

す。 

④携帯電話のライフサイクルの短期化について 

移動体通信事業において販売する携帯電話は、技術の進歩に伴うライフサイクルの短期化等により、

機種ごとの販売価格が下落しやすい傾向となってきております。 

これまで携帯電話売上は仕入価格を下回る価格で販売する場合でも、受取手数料を原資として収益を

確保してきましたが、今後の状況の変化によっては当社の経営成績に重大な影響を及ぼすこととなりま

す。 

⑤受取手数料に依存した収益構造について 

当社は移動体通信事業者が提供する携帯電話の販売や移動体通信サービスの加入契約の取次等を行う

ことにより、移動体通信事業者から以下の手数料を収受しております。 

（イ）販売手数料：携帯電話の新規販売並びに機種変更に係る移動体通信事業者からの受取手数料 

（ロ）作業系手数料：故障対応等に係る移動体通信事業者からの受取手数料 

（ハ）回線系手数料：保有顧客による回線の通話料等に応じた移動体通信事業者からの受取手数料  

受取手数料の金額、支払対象期間、支払対象サービス、通話料金に対する割合等の条件は、移動体通

信事業者の事業方針等により決定又は変更されることから、現在の取引条件から大幅な変更等が生じた

場合には当社の経営成績に重大な影響を及ぼすこととなります。 

また、当社は移動体通信事業者との代理店契約において、当社の運営する「ａｕショップ」において

顧客が移動体通信事業者と移動体通信サービスへの加入契約をした後、一定の期間内に当該契約の解約

等を行った場合には、当該加入契約締結時に当社に支払われた手数料の一部を戻入することに合意して

おります。これにより、今後一定期間内の解約が予想以上に増加した場合には、当社の経営成績に重大

な影響を及ぼすこととなります。 

⑥法的規制について 

移動体通信事業者の代理店業務については、「電気通信事業法」、「不当景品類及び不当表示防止

法」（景品表示法）、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（独占禁止法）等により規

制されており、当社では、当該法令等を遵守し販売活動を行っております。また、移動体通信事業者の
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代理店として「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」（総務省告示第695号）や

社団法人電気通信事業者協会が定める「代理店の営業活動に対する倫理要綱」についても遵守しており

ます。 

しかしながら、当社の営業活動において万が一、法令や上記ガイドライン、倫理要綱等に違反した場

合には、事業の許可の取消又は事業の停止を命じられる可能性があり、当社の経営に重大な影響を及ぼ

すこととなります。 

⑦ナンバーポータビリティ制度の導入について 

平成18年11月までに実施が予定されているナンバーポータビリティ制度により、移動体通信事業者間

の乗り換えによる買替需要の活性化が予測されておりますが、現時点で当該制度導入による各移動体通

信事業者への影響を予測することは非常に困難であります。このことにより移動体通信事業者の販売代

理店政策の変更、また当社の営業方針を変更する可能性も否定できず、これらのことが当社の経営成績

に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

⑧個人情報について 

移動体通信事業におきましては、携帯電話の販売および各種手続きにおいて顧客の個人情報を取り扱

っております。平成17年４月からの「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）の施行に伴い、

当社では個人情報の管理を徹底すべく平成17年１月に「プライバシーマーク」を取得いたしました。 

しかしながら、書類の盗難およびネットワークへの不正侵入等による個人情報漏洩の可能性は否定で

きず、万が一このような事態が発生した場合には、当社の経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 

２．人材活用事業について 

①特定取引先への依存について 

人材活用事業は、一般労働者派遣、業務請負、清掃、設備管理、施設警備等を行っております。 

株式会社クロップス・クルーは、平成12年５月に名古屋鉄道株式会社および株式会社名鉄百貨店並び

に当社との共同出資で設立（当社出資比率56.5%）され、愛知県下を中心に営業を行っています。主な

取引先は、名古屋鉄道グループ各社であり、特に株式会社名鉄百貨店に対する販売依存度は平成18年３

月期において22.9％となっております。 

株式会社クロップス・クリエイトは、平成16年３月にいすゞビルメンテナンス株式会社の100％出資

子会社として設立され、労働者派遣事業および有料職業紹介事業等の営業を行っています。主な取引先

はいすゞ自動車グループ各社であり、同グループに対する販売依存度は平成18年３月期において61.1％

なっております。 

いすゞビルメンテナンス株式会社は、いすゞエステート株式会社の子会社としてビルメンテナンスを

行っておりましたが、平成15年11月に同社の株式を取得することで、当社の子会社としております。主

な取引先はいすゞ自動車グループ各社であり、同グループに対する販売依存度は平成18年３月期におい

て47.9％となっております。 

以上のように、特定取引先への依存度が高いため、特定取引先の今後の方針変更等によっては当社グ

ループの経営成績に重大な影響を及ぼすことがあります。 
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②法的規制について 

人材活用事業に対する法的規制等は次のとおりであります。 

対象会社 事業 監督官庁 主な法令名 

(株)クロップス・クルー 

(株)クロップス・クリエイト 
人材派遣 厚生労働省 

労働者派遣事業の適正な運営の確

保及び派遣労働者の就業条件の整

備等に関連する法律 

(株)クロップス・クルー 

(株)クロップス・クリエイト 
有料職業紹介 厚生労働省 職業安定法 

厚生労働省 
建築物における衛生的環境の確保

に関する法律他 

国家公安委員会 警備業法 

総務省 消防法他 

経済産業省 電気事業法他 

国土交通省 建築基準法、マンション管理法他 

いすゞビルメンテナンス(株) ビルメンテナンス

環境省 

廃棄物の処理及び清掃に関する法

律、環境基本法、浄化槽法、水質

汚濁防止法 

一般労働者派遣は労働者派遣法に基づき、一般労働者派遣事業の許可を取得して行っておりますが、

労働者派遣法は一般労働者派遣事業の適正な運営を確保するために派遣事業を行う事業主が、派遣元事

業主としての欠格事由に該当したり、法令に違反した場合には、事業の許可の取消又は事業の停止を命

じられる旨を定めており、万一そのような事態になった場合には一般労働者派遣を行えなくなり、経営

成績に影響を及ぼすこととなります。また、労働者派遣法およびその他関係法令等については、市場の

変化や社会的な要請等により適宜改正される可能性もあります。 

③規制緩和の状況と競争激化について 

労働者派遣業界は、適用対象業務として26業務が政令で定められておりましたが、平成11年12月の労

働者派遣法の改正により、一部の適用除外業務を除いて原則自由化されたり、平成16年３月からは製造

ラインへの派遣解禁や派遣期間の撤廃・延長、医療分野への紹介予定派遣制度の活用による派遣解禁な

ど多岐にわたる規制緩和に伴い、新規業務への派遣等のビジネスチャンス拡大の恩恵を受ける場合や、

新規参入業者の増加による競争激化の影響を受ける場合等、各社様々な影響を受けております。当社グ

ループではこれらをビジネスチャンスとして捉え、既存顧客との関係をより強化し経営基盤の安定を図

るとともに、過去の経験およびノウハウを活かした新しい分野への派遣や、企業買収、業務提携等を視

野に入れた業務の拡大を図っていく計画であります。 

しかしながら、労働者派遣業界は目まぐるしく変化しつつ拡大しているものの、経済状態に左右され

やすい面があり、また競争激化による派遣料金の下落なども想定されることから、これらに対して当社

グループが適切な対応を行えない場合や、当初の計画に変更が生じた場合には当社グループの経営成績

が影響を受ける可能性があります。 
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④人材確保と質の維持について 

人材活用事業において派遣登録者の確保は重要であり、派遣登録者の募集は就職情報誌、各種専門誌、

新聞、ホームページ等の活用により積極的な求人活動を行う他、既登録者からの紹介も受けております。

また、派遣登録者については各派遣登録者のレベルに合わせたオーダーメイド研修、ＯＡ研修、ビジネ

スマナー研修、パソコン・テキストの無料貸出等、様々な研修および制度でスキルアップに努めており

ます。しかしながら派遣登録者の確保が計画どおり進まなかった等の場合にはビジネスチャンスを逃す

ことになりかねず、そのような場合には経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤個人情報について 

「派遣元事業主が構ずべき措置に関する指針」（労働省告示第137号）の改正がなされ個人情報の適正

管理が定められたことや、「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）が施行されたことに伴

い、社内体制の整備や管理の徹底を行っており、この一環として株式会社クロップス・クルーでは平成

16年１月に「プライバシーマーク」を取得いたしました。しかしながら、書類の盗難およびネットワー

クへの不正侵入等の可能性も否定できず、万が一このような事態が発生した場合には、当社グループの

経営成績に重大な影響を及ぼすこととなります。 

⑥社会保険問題について 

労働者派遣業界においては社会保険の加入資格を有する派遣労働者の中で、保険未加入の者がいると

いう問題があります。これは社会保険等に係る法制度が常用雇用の正社員を基本としているのに対し、

多くの派遣労働者は短期間、断続的という特殊な雇用形態にあることが背景であると考えられます。 

平成11年12月の労働者派遣法の改正に伴い、派遣元事業主は派遣先企業に対して、派遣労働者が保険

加入の資格を有するか否かの通知を行うことが義務づけられ、社会保険に加入する必要のある派遣労働

者については派遣元事業主は保険に加入させてから派遣を行い、派遣先企業は保険に加入している派遣

労働者のみを受け入れるべきであるものとされ、これらの改正により社会保険の加入が促進されてきて

おります。 

当社グループにおいては、当該会社設立時より社会保険制度の趣旨を踏まえ、現行法を遵守すべく雇

用契約締結にあたり加入資格者の全員加入に努めた結果、平成18年３月末現在100％となっております

が、今後についても、派遣労働者の就業実績によっては加入資格に変更が生じる可能性があるため、各

子会社独自に派遣実績データ等を確認する等の対応を行っております。 

なお、社会保険料の料率が改定された場合、当社グループにもその負担が発生するため、当社グルー

プの経営成績に影響を与える可能性があります。 

 

３．Ｍ＆Ａへの取り組み方針について 

当社は業務の強化および補強並びに新規事業への展開を図る有効な手段として、積極的に企業買収、

業務提携等に取組んでいく方針であります。 

移動体通信事業においては、小型・軽量化、高付加・機能化等、進化し続ける携帯電話によってアフ

ターマーケットの充実が求められ、これらのサービス全般を充実させるための方策として、より一層の

ドミナント化や店舗網の見直し等による当社シェアの拡大等を考えております。また、人材活用事業に

おいては、専門的な派遣登録者の確保や、営業エリアに特化した進出、実績のある販売職派遣を活かし

た流通業への展開等を含めた事業基盤拡大等を考えており、さらには新規事業への展開のため、業務提
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携、合弁企業設立並びに企業買収を含めた事業展開に取組んでいく方針であります。 

しかしながら、提携、合弁、買収先企業と当社との間で企業文化が相違するなどから当社の見込み通

りに連結収益に貢献するとは限りません。また、企業統治が十分に行えないリスクや、不良資産・不良

事業を取り込むリスクもあります。また、今後資金需要の発生に伴う借入金増加によって、当社グルー

プの財務内容へ影響を与える可能性があります。 

 

４．関連当事者との取引について 

関連当事者との取引は以下のとおりであります。 

（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 
(単位：千円) 

関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 

の 名 称 
住 所

資 本 金

又 は 

出 資 金 

事 業 の 内 容

又 は 職 業

議決権等の所有

( 被 所 有 ) 割 合 役 員 の

兼 任 等

事業上の

関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

前 田 博 史 － － 
当社代表取締役

社長 

（被所有） 

直接36.82％
－ － 

店舗賃貸借

取引に対す

る被債務保

証 

（※１） 

51,812 － － 

前田市太郎 

（当社代表取

締役社長前田

博史の実父） 

－ － 当社顧問 － － － 
顧 問 契 約

（※２） 
1,000 － － 

役員およ

びその近

親者 

小 川 幸 久 － － 

当社代表取締役

専務 

（被所有） 

直接 7.05％
－ － 

社宅の賃貸 

（※３） 
3,245 

固 定 負債

その他 

（預り保証

金） 

（※３） 

1,080

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、各科目の期末残高には消費税等が含

まれております。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

（※１）当社は、店舗の賃貸借契約に基づく賃借料（年間51,812千円）に対して当社代表取締役社長前田博史

より債務保証を受けております。なお、当該債務保証に関して保証料の支払いおよび担保の提供等

は行っておりません。 

（※２）顧問契約料については、他の顧問先の契約金額を参考にして決定しております。なお、当該顧問契約

は平成17年6月30日をもって解消しております。 

（※３）預り保証金は、借上げ社宅の保証金であり、社宅の賃貸契約の条件は、当該物件の賃借契約の条件と

同一であります。 

 

５．ストックオプションについて 

当社グループは、当社の取締役および従業員並びに当社子会社取締役に対する貢献意欲および経営へ

の参加意欲を高めるため、旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権を付

与しております。これらのストックオプションが行使された場合、当社の１株当たりの株式価値は希薄

化し、株価に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループは、役員および従業員の士気を高め

る目的や、優秀な人材を獲得するためのインセンティブとして、今後も新株予約権の付与を行う可能性

があり、さらに株式価値の希薄化を招く可能性があります。 
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